





























































































































































































































































































































導入方式 導入した 導入していない 合計
Jrr 31（18．1） 140（81．9） 171（100．0）







































































現 代 起 亜
年　度 従業員一人当り提案 提案採択率 従業員一人当り提案 提案採択率
件数 件数
1982年 1．8 47％ 0．4 62％
1983年 2．0 51％ 1．4 63％
1984年 23 54％ 3．1 79％
1985年 2．8 67％ 5．7 91％


















区分 現代 起亜 大宇
従業員総数 37708 18471 15939
労働組合員数 26309 8851 11168
加入率 69．8％ 47．9％ 70．1％



















自動車メーカー 協力会名 構成年月日 会員業体数
現代自動車 現代協同会 1984．4．12 107
起亜自動車 起亜協力会 1977．11．15 154








































区分 要求水準 実際水準 差異
部品調達 5．00 3．33 1．67
工場運営（生産性向上） 5．33 4．33 1．00
品質向上 6．33 4．67 1．66
販売・マーケティング 5．33 3．67 1．66
アフター・サービス（AS） 6．00 4．33 1．67
新製品開発 5．33 4．67 0．66
平均 5．55 4．11 1．44
注1）7点尺度，1：非常に水準が低い（世界最低），7：非常に水準が高い
　2）出所：玄　永錫，前掲書，67ページ。
　次は，労務管理上の課題であるが，具体的には教育および訓練，従業員報酬，経営者の従業員に
対する認識変化，部品メーカー育成の課題などが存在する。
　まず，教育および訓練については，全体的な教育・訓練時間が足りないこともあるが，教育・訓
練時間の大部分が精神教育に偏っており，職務教育に対する時間の割合が低い点が指摘されている。
ある韓国自動車メーカーの場合，全体教育時間の25％のみが職務教育で，52％が労使関係教育に時
間を費やしている。これは組・班長級の自動化設備に対する知識不足により，作業に対する統制力
欠如という問題とつながる危険性もある。韓国自動車メーカーにおいて，勤続年数が5年未満の従
業員は全体従業員の約70％を占めており，勤続年数が2年未満の従業員は全体従業員の約20％を占
めている。このような短い勤続年数は従業員の職能不足一チーム作業障害一従業員の非合理的管理
→トヨタ生産方式導入遅延などにつながる可能性もある点で，教育・訓練の重要性が強調されねば
ならない。
　第2の経営者の従業員に対する認識変化ついては，韓国自動車メーカーの工場での自動化率は高
まっており，生産性は向上したが，品質の問題が解決できないことから，この問題は従業員に対す
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る認識変化が不可欠であることが分かる。したがって，従業員の人間性の尊重という面と結びつけ
て設備投資が行わなければならない。将来，韓国自動車メーカーが膨大な設備投資を行っても求人
難で苦しんだり，従業員からの協力を求める段階で，この問題から派生する深刻な障害に直面する
可能性もある。
　第3の部品メーカー育成については，韓国自動車産業にJITを導入するのにもっとも深刻な障害
要因として部品メーカーの技術能力不足があげられる。最近，韓国自動車メーカーのエンジン，ト
ランスミッションの設計・生産に参加する企業も増えて技術能力の向上が期待されるが，根本的に
単層的な下請企業の構造を日本のように重層的下請構造に変えなければならない。韓国自動車メー
カーの場合，取引関係を行っている部品メーカーの数は，日本のメーカーの場合より1．7～2．5倍も
多いことが判明している。39》
おわりに．
　以上のように，トヨタ生産方式の体系，米国へのトヨタ生産方式の移転およびハイブリッド化，
そして韓国へのトヨタ生産方式の導入状況および問題点などを検討してきた。トヨタ生産方式は，
フォーディズム的生産方式を導入した日本が，新しい生産方式に発展させた面で大きな意味をもっ
ている。そしてフォード・システム的生産方式を生み出した米国へのトヨタ生産方式の逆輸入はト
ヨタ生産方式の普遍性・特殊性の問題を試す貴重なチャンスになった。最後の韓国自動車産業への
移転の問題は，今後自動車生産先進国入りを目指している韓国にとって，日本や米国での「試行錯
誤」を経ることなしに，こうした生産方式を急速に導入できることが期待される点で，重要な意味
をもつ。
　まず，トヨタ生産方式の体系は，ムダの徹底した排除を基本的なベースとして，二本柱である
JITと自働化の支えによって体系化された。また，その生産方式が「下請企業に提供される月次な
いし日次情報」，カンバンを利用した「後補充方式」，「順序計画表による順序引き方式」，外注カン
バンの親メーカー内部での巡回の仕方などの運用によって，他のグループとつながり，拡散される
形をとった。そしてその周辺で，労働者一人一人に対するきめ細かい「職能資格」を中心とした
「個人別管理」である人事管理，組別に分かれている「QCサークル」の活動を通じて管理される小
集団管理，全従業員を相手にする全従業員集団管理，工場単位を越える範囲で行われる労働者管理
としての労使関係管理を特徴とするトヨタの労務管理によって，トヨタ生産方式が支えられる。販
売システムでもトヨタ生産方式がいかに適用されているかを，4S（整理・整頓・清潔・躾）の実
施，仕事量の平準化，時間あたりの納車台数管理，作業の標準化などを通して検討した。
　第2のトヨタ生産方式の米国への移転は，米国への移転プロセスと，米国の日系企業での労務管
理上の変化を通して移転に対するもっとも重要な点を取り上げることができた。まず，移転プロセ
スは日本国内での体系化一米国の移転の土壌づくり→日本人の指導一現地での再現→安定した生産
活動の維持→現地人自らの改革を創出するメカニズムの完成という形で行われたことを確認した。
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本稿では比較的良好な成果をあげた例としてNUMMI社での活動をあげた。具体的に現場メカニズ
ムの移転には，キー・パーソン・プログラム，自主研，TPM，　QCサークル活動が活用されている。
また米国の日系企業での労務管理は，従業員の採用・教育訓練・賃金体系・作業チーム構成，労使
関係などを中心にその特徴が検討できる。米国へのトヨタ生産方式の移転は米国の代表的な企業
GMと，日本的生産方式を生み出した企業トヨタとの合弁会社であるNUMMI社が驚くほどよい成
果をあげたことからひとまず成功的に実現されていると考えられる。
　最後は韓国自動車産業へのトヨタ生産方式の移転についてであるが，1970年代以降，自動車メー
カーの独自的な自立経営戦略，政府の自動車産業保護・育成政策などを通して急激な発展を成し遂
げるなかで，韓国自動車産業は，表IV－6のように，7点尺度を基準にするリーン生産方式の分析
結果によって，韓国自動車産業の平均水準は4．11に評価され，トヨタ生産方式導入のための基盤が，
ある程度整っていると判断できる。今後のトヨタ生産方式の韓国への移転は経営者側のトヨタ生産
方式の移転に対する認識が高まっていることからみて，普及が広がるように思われる。
　しかし韓国自動車産業の労働慣行は，まだ単純，反復的な労働を特徴とするフォードシステムの
段階にとどまっている。また労使関係の不安定性と下請企業の単層性の問題が最大の障害要因とな
っている。1987年の「民主化宣言」以降，爆発的に展開してきた労使紛争は，賃上げや福利厚生の
向上などの経営側の譲歩により一時的に下火になったように見えるが，労使協調を基盤とするトヨ
タのような安定的な労使関係構築への改善努力，そして経営者側における従業員の人間性尊重の努
力と，従業員側における作業に対する革新努力および意識転換などが必要と考えられる。’
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